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デジタルデータソリューション株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 

当社は 2025 年 6 月 19 日開催の取締役会において、データリカバリー、デジタルデータフォレ

ンジック並びにサイバーセキュリティ事業を行うデジタルデータソリューション株式会社（本社：

東京都港区六本木、代表取締役社長：熊谷聖司）と、全国の歯科医院向けデジタルデータの保証・

保守サービス等に関する業務提携を行うことについて決議しましたのでお知らせいたします。 

 

１．業務提携の背景・理由 

 デジタルデータソリューション株式会社（以下 DDS 社）は、デジタルデータの復旧、デジタル

機器解析技術を活かしたデジタルフォレンジック（法的証拠）事業並びにサイバーセキュリティ事

業等を業とする、データトラブル・リスクに関する様々なソリューションを提供する企業であり、

デジタルデータ復旧事業において 14 年連続国内売上高 No.１の企業であります。 

 今般商取引での DX 化が進むにつれ、デジタルデータが増大し、データインシデントも増加して

いる傾向にあることは言うまでもありませんが、DELL Global Data Protection Index2021 による

と、データインシデントに起因し発生する平均損失額は 1 億円を超えると言われております。主な

要因として、サービス開発の遅延・中止、賠償金の支払い、カスタマーロイヤリティの低下等で、

デジタルデータの取扱いやセキュリティ対策がいかに重要か語るものであり、各企業はその顧客に

対し大きな責任を負っていることがわかります。 

 

 当社におきましては、当歯科矯正業界において従前より歯科矯正の DX 化を推し進めております

が、口腔内スキャナー及び CT 等で得る STL、DICOM データ等の患者医療データ、CAD/CAM デ

ータ、電子技工指示書、電子カルテ・症例データ等、当業界においてもデジタルデータは更なる増

大をたどり、デジタルイノベーションがもたらす利便性と裏腹にそのリスクも増加しております。 

 今回 DDS 社と業務提携により開始するサービスは、当社顧客である全国の大学歯学部並び大学

病院、また全国の歯科医院へ向けて、使用機器に対する保証サービス並びに緊急窓口を設置しての

データ保守サービスの提供を開始し、サポートしてまいります。今般 DX 化を推し進める歯科医院

において経営課題とされるデータインシデント対策としての新たなソリューションを提供するも

のであり、そのニーズは大きいと考えております。 

当社といたしまして、当業界におけるデジタルデンティストリー加速と併せ、サイバーレジリエ

ンス向上にも貢献してまいります。 



２．業務提携の概要 

  「ASO・デジタルデータ・ワランティ（ADW）」サービス（歯科医師・歯科医院対象）の提供 

 ・サブスクリプション（月額課金）によるデジタルデータの保証・保守サービス 

 ・データインシデント発生時、データ復旧が無料 

 ・対象ストレージ：PC、外付 HDD、SSD、SSD 内蔵タブレット、サーバー等 

 ・復旧回数：上限なし 

 

３．業務提携先の概要 

(1) 名 称 
デジタルデータソリューション株式会社 

（https://digitaldata-solution.co.jp/） 

(2) 所 在 地 東京都港区六本木 6-10-1 六本木ヒルズ森タワー15 階 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 熊谷 聖司 

(4) 事 業 内 容 
データリカバリー事業、フォレンジクス事業、サイバーセキュ

リティ事業 

(5) 資 本 金 340 百万円（2024 年 8 月末日時点資本準備金を含む） 

(6) 設 立 年 月 日 1999 年 6 月 14 日 

(7) 
上場会社と当該会社の 

関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者への 

該 当 状 況 
該当事項はありません 

 

４．日程 

(1) 取 締 役 会 決 議 日 2025 年 6 月 19 日 

(2) 契 約 締 結 日 2025 年 6 月 19 日 

(3) 事 業 開 始 日 2025 年 7 月 1 日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本業務提携によるサービス開始は 2025 年 7 月 1 日を予定しており、進行期である 2025 年 6 月

期業績への影響はありません。 

今後において開示すべき事項が発生した場合には、速やかに開示しお知らせいたします。 

 

以 上 


